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公共工事における入札・契約手続の透明性・客観性・競争性のより一層の向上に資するため、

予定価格の事前公表につきましては、予定価格が２５０万円を超える工事を対象に実施しており

ますが、公表の対象を拡大し予定価格が２５０万円以下の工事についても実施することとなりま

した。

ついては、実施上の手続を下記のとおり定め、平成１８年１月１日以降に入札を行う建設工事

から適用することにしたので、内容を十分に理解の上、適切な事務処理をお願いします。

なお 「建設工事における予定価格の事前公表について （平成１４年１２月２４日１４管行、 」

第１３７号の１総務部長依命通達）は、平成１７年１２月３１日をもって廃止します。

上記のとおり命により通達します。

記

１ 公表の対象について

予定価格の事前公表の対象となる工事は、県発注の建設工事（建設業法（昭和２４年法律第

１００号）第２条第１項に規定するもの）のうち競争入札に付するものとする。

２ 公表の方法について

公表の方法については、次に掲げる方法とする。

（１）一般競争入札方式及び公募型指名競争入札方式においては、入札日から建設業法施行令

（昭和３１年政令第２７３号）第６条第１項に定める期間前までに掲示すること。

（２）通常型指名競争入札方式においては 「県の発注に係る工事等の指名・入札結果公表につ、

いて （昭和５７年６月２２日５７管第２２４号総務部長依命通達）における指名結果表の」

閲覧によること。

（３）一般競争入札方式については入札参加確認通知書により、また、指名競争入札方式につい

ては入札者の指名の通知の際に併せて通知すること。

３ 随意契約の制限について

競争入札に付し落札者がない場合においても、随意契約できないものとする。
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公共工事における入札・契約手続の透明性・客観性・競争性のより一層の向上に資するため、

最低制限価格等の事前公表につきましては、予定価格が２５０万円を超える工事を対象に実施し

ておりますが、公表の対象を拡大し予定価格が２５０万円以下の工事についても実施することと

なりました。

ついては、実施上の手続を下記のとおり定め、平成１８年１月１日以降に入札を行う建設工事

から適用することにしたので、内容を十分に理解の上、適切な事務処理をお願いします。

なお 「建設工事における最低制限価格等の事前公表について （平成１４年１２月２４日１、 」

４管行第１３７号の５総務部長依命通達）は、平成１７年１２月３１日をもって廃止します。

上記のとおり命により通達します。

記

１ 公表の対象について

最低制限価格又は低入札価格調査基準価格（以下「最低制限価格等」という ）の事前公表。

の対象となる工事は、県発注の建設工事（建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第１

項に規定するもの）のうち競争入札に付するものとする。

２ 公表の方法について

公表の方法については、次に掲げる方法とする。

１ 一般競争入札方式及び公募型指名競争入札方式においては 入札日から建設業法施行令 昭（ ） 、 （

和３１年政令第２７３号）第６条第１項に定める期間前までに掲示すること。

（２）通常型指名競争入札方式においては 「県の発注に係る工事等の指名・入札結果公表につ、

いて （昭和５７年６月２２日５７管第２２４号総務部長依命通達）における指名結果表の」

閲覧によること。

（３）一般競争入札方式については入札参加確認通知書により、また、指名競争入札方式につい

ては入札者の指名の通知の際に併せて通知すること。


